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改正労働安全衛生規則等に基づく足場からの墜落防止措置の効果の分析について 

 

 

１ 趣旨・目的 

足場等からの墜落による労働災害防止対策については、改正労働安全衛生規則の確実な履行

と併せて、安全衛生部長通達（※）に基づく措置の普及を図っているところであるが、今般、

これらの措置の効果を分析し、今後の対策に活用することを目的として、平成２１年度に発生

した足場からの墜落・転落による災害８２８件を対象として分析を行った。 
 

(※) 足場からの墜落・転落災害を防止するため、平成 21 年 6 月 1 日より省令を改正し、対策を強化しているところで

あり、これと併せて、「より安全な措置」として、「手すり先行工法」の採用等を通達（平成 21 年 4月 24 日付け安全

衛生部長名通達）で示し、指導を行っている。 
 

 

２ 集計結果を踏まえての分析及び改正省令等に基づく措置の効果の分析 

（１） 墜落防止措置と災害発生状況との関係 

高さ２ｍ以上の足場からの墜落・転落４９０件のうち、 

ア 組立・解体中の最上層からの墜落・転落災害 合計９０件 

①安全帯の使用等省令に基づく措置あり・・・・・・・・・・６件（ ６．７％） 

②安全帯の使用等省令に基づく措置なし、不十分・・・・・８４件（９３．３％） 

（ 手すり先行工法を採用していたもの・・・・・・・・・・・３件 ） 
 

 

イ 通常作業時等における墜落・転落災害（一側足場からの墜落によるもの（８６件）を

除く） 合計３１４件 

①改正省令に基づく措置あり・・・・・・・・・・・・・・１８件（ ５．７％） 

うち、部長通達に基づく措置あり・・・・・・・・・・・３件（ １．０％） 

②改正省令に基づく措置なし、不十分・・・・・・・・・２７６件（８７．９％） 

うち、改正前の省令に基づく措置あり・・・・・・・・７２件（２２．９％） 

③その他、不明・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０件（ ６．４％） 

    （ 手すり先行工法を採用していたもの・・・・・・・・・・・３件 ） 
 

 

（２） まとめ 

・ 今回の分析の結果、改正省令等に基づく墜落防止措置を適切に実施していなかったもの

が全体の約９割を占めており、改正省令等に基づく措置を講じていたにも関わらず被災し

た事案についても、床材の緊結不備等や労働者の不安全行動等によるものがほとんどを占

めている。 

・ なお、労働者死傷病報告の記載のみからでは詳細に判断することはできなかったが、手

すり等が設置されていなかったものの中には、手すりを臨時に取り外して作業を行ってい

たもののほか、臨時に取り外した手すりを復旧しないままに次の作業を行ったと考えられ

るものも多く認められた。 

 

（３）今後の対応 

・ 今後は今回の分析結果を踏まえ、学識経験者や労働災害防止の専門家による検証・評価

の場を設け、改正省令等に基づく墜落防止措置の効果について検証・評価を行うこととし

ている。 
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